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（７） ＮＧＯの活動状況 

７－３） 日本のＮＧＯ支援プログラムによるＮＧＯの自然保護分野における海外プロジェクト 

 

ａ）環境事業団地球環境基金の平成10年度助成案件リスト 

 環境事業団地球環境基金が行った平成10年度助成案件の内、１．イ案件：国内民間団体による開発途上地域の環境

保全活動、２．ロ案件：海外民間団体による開発途上地域の環境保全活動、の案件リストを７－３）、７－４）表に

示した。 

 

ｂ）プロジェクトの事例（海外民間団体による環境教育プロジェクト） 

 平成 10 年度環境事業団地球環境基金の助成案件の内から、海外民間団体（ロ案件）による環境教育プロジェクト

の代表的事例を以下に示す。 

 

１．バングラディシュの農村・漁村地域の子供達に対する自然環境教育の実践 

（Bangladesh POUSH バングラディシュ・ポウシュ －バングラディシュ ダッカ） 

 バングラディシュは、世界最貧国のひとつであり、貧困の故に学校に通えない子供たちがたくさんいる。ポウシュ

では、辺境地区のとくに貧しい未就学児童6～12歳を対象に、自然への関心を育むための基礎的な教材と教育プログ

ラムを開発し、自然環境教育を実践するため、1992 年から公立学校に通えない子供を対象にした辺境地域での民間

学校教育プログラムを実行している。 

 1995～97 年、基金助成によって、「バングラディシュの鳥」「バングラディシュの木」「バングラディシュの

魚」を作成し、更に指導者の育成、生徒への文具の提供、ネイチャーウォーク、ワークショップを行っている。こう

したポウシュの地域に根ざした自然環境教育活動は大きな注目を浴び、公立学校などでも同様のカリキュラムをとり

入れようとするなど波及効果を与えた。 

 

２．カトマンズにおける大気環境改善のための環境教育の実施 

（LEADERS-Nepal リーダーズ・ネパール －ネパール カトマンズ） 

 ネパール王国の首都カトマンズが世界で有数の大気汚染地域になったのは 1990 年頃からで、人口の集中、中古車

の増加に加え盆地状の高地という地形要因が重なり、又 10～４月の乾期の気候条件も加わっている。人口環境省が

1995 年から発足したが、いまだに大気汚染の実態を科学的に把握されていなかった。省とカトマンズ市も継続的な

大気の実態把握や気象調査の必要性を認識していることから草の根の活動をしているリーダーズ・ネパールが先行し

て活動することで、改善施策や市民への喚起を目的とした。 

 基金助成を得て、事務局長が日本で研修を受け器材を購入することから始め、カトマンズ市内 13 ヶ所の大気汚染

調査を実施し、調査結果の定期的な報告会や講義は小中学校の授業にも使われ、簡易測定の環境教育への普及活動に

結びついた。調査はボランティアの広範な参加を得て進められ、セミナーを開催し、マスコミも大きくとり上げた。

カトマンズの大気汚染に対する課題は明確であったが、これまでその方法と市民への周知の仕方に条件がなかったが、

今回の活動がきっかけとなり、政府・市による環境基準作りのための施策が一気に推進することとなった。 

 



 181

３．ネパール西部地域の村落住民に対する森林保全啓発活動並びに住民の生活向上運動 

（マチャプチュレ開発協会 －ネパール ポカラ） 

 環境保全を行う時、政府の努力だけでなく、地域自らが環境保全と開発に参画することが、持続可能な環境効果が

期待できる。そこで森林保全を図るため、地域住民の生活に直接的効果をもたらす実践的開発活動を実施し、同時に

彼らへの森林保全教育を促進する。 

 基金助成とノルウェーＮＧＯの援助を受け、ネパール西部の、生活用に森林を伐採しそのため森林破壊が急速に進

んでいる 36 の村落を対象として、①森林保全・生活向上普及員の育成、②苗畑造成、③代替エネルギーの開発と活

用（生物ガス、改善かまど、湯沸かしヒーター）、④啓発運動の実施…スローガンを揚げ生活向上普及員による村民

への啓発運動を実施、⑤対象地域における長期計画を策定するため、社会経済、野生生物、植生状況に対する基礎調

査を実施した。 

 代替エネルギーはニーズが高まり、住民の森林保全への意識は高まりつつある。基礎調査を踏まえた今後の展開が

期待される。 

 

４．ケニアの海洋自然保護区における環境教育プログラムの展開 

（Wildlife Clubs of Kenya（WCK）－ケニア ナイロビ） 

 ケニアコースト地域は、世界でも有数の珊瑚礁を有しており自然としてもまた環境資源としても重要な位置を占め

ている。世界にとっても貴重なこの自然資源を永続的に保護していくためＷＣＫは青少年に対して環境教育を行って

きた。しかし、経済上の事情などで彼らが海に出てその生態系を体験する機会はほぼ皆無であって、このことが自然

保護活動においても、状況を困難にしている原因の一つとなっている。 

 今回基金助成を得て、①事前環境調査によって教材を作成し、②船外機付きガラス底ボートを購入、操縦士の確保

を行い、③講習、自然観察会、検討会などの体験型環境教育活動を実施した。 

 実際にガラス底ボートより海中を観察することができた時の生徒達の反応は極めて大きく、生態系の乱れや汚染防

止について実感として持つことができるようになった。また保全活動についてその大切さを再認識できるようになっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境事業団地球環境基金（1998）：海外ＮＧＯの環境教育事例、（財）地球環境戦略研究機関・環境事業団「環境教 

                育海外支援ワークショップ」発表資料 
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（７） ＮＧＯの活動状況 

７－４） 国際ＮＧＯの活動状況 

 

 国際環境ＮＧＯは、第２次大戦以降、先進国を中心にその活動が始まり、1972 年のストックホルム会議を受け、

1980 年代に急成長した。これらＮＧＯは活動内容により、調査・研究中心のシンクタンク的活動を目的とした団体、

国際的な自然保護活動に特化した団体、国内に始まり、国外にまで活動範囲を展開した団体、に分けることができる。 

 

ａ）シンクタンク機能を中心とした国際ＮＧＯ 

１．国際自然保護連合（IUCN） 

 IUCN は、各国の政府・政府機関、国際的機関、ＮＧＯからなる国際組織で、自然保護・野生生物保護の分野で、

FAO、UNEP、UNESCO、USAIDなどと協力して活動している。1980年にはUNEPの委託により、WWFと協力して「世界自

然保全戦略」を、1992 年には、WRI、UNEP とともに「地球生物多様性保全戦略」を作成した。1993 年からはこの保

全戦略を受けて生物多様性保全プログラムの拡充を図り、生物多様性条約の実施に必要な政策の立案及び研究施設の

設置への支援を行っている。、また、種の保存のために、SSC（種の保存委員会）の専門家が必要な知識を提供する

「種の保存プログラム」を実施し、絶滅のおそれのある野生生物のリストである「レッドデータブック」を発行して

いる。国レベルのデータベース整備のための支援や、野生生物の持続可能な利用に関するプロジェクト、世界の国立

公園・保護地域リストの作成、森林保全、湿地保全などを進めている。 

２．Bird Life International 

 国際的な鳥類保護団体（本部:イギリス）。もとは国際鳥類保護会議（International Council for Bird 

Preservation）として組織され、後に現在の名前に改称。野生鳥類の適切な保護について各国の関心を高めるため、

鳥類レッドデータブックの作成、生物多様性プロジェクト（地球環境保全のため優先度の高い地域の選定）、渡り鳥

プログラム（情報ネットワークの形成、データ収集、生息地の管理等）を実施。 

３．世界資源研究所（World Resources Institute：WRI） 

 1982 年に設立された民間の調査・政策研究機関で、ワシントンにある。財団、政府及び政府間機関、民間企業、個

人から財政支援を受けている。現在、次の6分野の施策研究を実施している。１）気候、エネルギー、公害、２）森

林と多様性、３）経済、４）技術、５）資源及び環境情報、6）制度。WRI は UNEP、UNDP 及びＮＧＯ等の支援を得て

世界各国の地球環境と開発に関する科学的データを広く収集・分析し、その結果を報告書「World Resource」として

隔年で刊行している。生物多様性条約の立案・実現化に深く関わり、また IUCN、UNEP とともに「地球生物多様性保

全戦略」として発表するなど、世界的レベルでの政策形成に重要な役割を果たしてきている。また、WWF、TNC と共

同で、USAIDへのアドバイザァー役を果たしている。 

 

ｂ）自然保護活動を中心とした国際ＮＧＯ 

１．世界自然保護基金（World Wide Fund for Nature：WWF） 

 WWF は、1961 年に世界野生生物基金として発足し、今日 476 万人の会員を有する世界最大の民間自然保護団体とし

て、28 ｶ国に各国委員会と公式協力団体が存在する。スイスのグランに本部を持ち、IUCNと密接な関係を保っている。

発足以来、世界の野生生物を保護するために寄付金を集め、絶滅の危機に瀕した野生生物（パンダ、ゴリラなど）の
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保護を重点に、これまで 130 ｶ国で延べ 1 万件のプロジェクトを運営し、活動資金の提供などを行ってきた。その事

業内容は幅広く、基礎的な調査から具体的な保護活動までを含んでいる。また、USAID と連携して、自然保護責務ス

ワップや、中南米・アフリカ地域における自然資源管理プロジェクトを実施している。更に、近年環境保全のため、

トラストファンドにも力を入れており、これまでにブータン、グァテマラ、フィリピン、ボリヴィア、メキシコなど

での基金や、3 ｶ国の自然保護区に関わる基金（ポーランド、ウクライナ、スロバキア）に協力している。 

 WWF はその内部組織として、TRAFFIC（Trade Record Analysis of Flora and Fauna in Commerce：野生動植物国

際取引記録調査特別委員会）を持っている。これは主にワシントン条約の付属書に掲げられている種の国際取り引き

を監視し、各種の報告を行い、締約国が必要な措置を取るよう活動している。 

 

ｃ）国内から国外にまで活動を展開したＮＧＯ 

１．Conservation International (CI) 

 ワシントン DC に本部を置く自然保護団体で、中南米に活動の重点を置き、1987 年に最初の自然保護債務スワップ

をボリビアで行ったことで知られる。上記の自然保護債務スワップ以外に、「生物多様性の迅速評価プログラム

（RAP）」「生物圏保存地域プログラム」「地理情報システム」「ホットスポット特定作業」「タグァ・イニシアテ

ィブ」などのプログラムを実施している。 

 「RAP」はボリビアで1990年に初めて適用された、科学的に何も知られていない広範な地域が保護地域の候補にあ

げられたときの調査手法である。「生物圏保存地域プログラム」は生態系の保全、科学的研究と地域社会の経済開発

を統合することを目的としている。「地理情報システム」では、地形―流域―地域保全制（自然公園指定など）－種

多様性情報を重ねあわせて保全計画を策定している。「ホットスポット特定作業」では、地球上で最も脅かされてい

る生物学的に最も豊富な熱帯雨林生態系を特定し、優先的に保全することを目的としている。現在、乾燥地の森林や

他の生態系でも、同様なホットスポットの特定を計画している。 

２．The Nature Conservancy （TNC） 

 ワシントンDCに本部、米国全土に58の支部を置く自然保護団体（1951年に設立）で、寄付による土地の取得など

を通じて、米国内に 1,300 ヵ所の自然保護区を管理している。主な活動は「重要地域の特定化」、「保護活動の実

行」、「自然保護区の管理」などである。また、USAID とも連携して、中南米で自然資源管理プロジェクトを実施し

ている。「重要地域の特定化」では、地球上で生物の多様性の豊かな生態系を代表するような地域を選定し、希少種

の特定とその生息地の特定を行っている。「保護活動の実施」では、寄付による土地の取得、土地の交換、管理契約、

TNC のリボルビングローン資金による土地の買い取り、自然保護債務スワップ、管理パートナーシップなどによる貴

重な生態系の保護を行っている。「自然保護区の管理」では、米国内にある自然保護区をその管理計画に基づき管理

している。 

 

 

（財）自然環境研究センター（1996）：国際協力事業団委託 開発途上地域環境保全活動方策（自然環境保全活動）  

                  に関する調査報告書」 




